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（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含んでおりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第135期

第３四半期
連結累計期間

第136期
第３四半期
連結累計期間

第135期
第３四半期

連結会計期間

第136期
第３四半期
連結会計期間

第135期

会計期間

自平成20年
４月１日

至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日

至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日

至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日

至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日

至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 120,710 98,937 39,642 34,053 150,186

経常利益（百万円） 5,396 4,124 1,235 2,210 3,623

四半期（当期）純利益（百万円） 2,895 2,283 584 1,313 1,927

純資産額（百万円） － － 116,564 116,140 115,165

総資産額（百万円） － － 184,473 177,290 176,748

１株当たり純資産額（円） － － 796.43 793.59 786.89

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
19.78 15.60 4.00 8.97 13.17

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 63.2 65.5 65.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
6,521 5,786 － － 9,852

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,904 △1,941 － － △3,724

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,109 △1,905 － － △2,112

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 28,487 31,934 29,995

従業員数（人） － － 5,117 4,937 5,195
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

（１）連結会社の状況

（注） 従業員数は就業人員であります。

（２）提出会社の状況

（注） 従業員数は就業人員であります。

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

平成21年12月31日現在

従業員数（人） 4,937

平成21年12月31日現在

従業員数（人） 4,509
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（１）生産実績

当第３四半期連結会計期間の生産実績を製品部門別に示すと、次のとおりであります。

（注）１ 金額は販売価格によっております。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（２）受注状況

当社グループは見込み生産を主体としておりますので、受注状況の記載は省略しております。

（３）販売実績

当第３四半期連結会計期間の販売実績を製品部門別に示すと、次のとおりであります。

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

製品部門別
当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日）

前年同四半期比（％）

厨房機器（百万円） 13,503 △16.7

洗面機器（百万円） 2,798 △22.8

浴槽機器（百万円） 4,055 ＋1.9

燃焼機器（百万円） 493 ＋2.8

その他（百万円） 1,471 △2.8

合計（百万円） 22,322 △13.5

製品部門別
当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日）

前年同四半期比（％）

厨房機器（百万円） 19,889 △19.1

洗面機器（百万円） 3,345 △23.5

浴槽機器（百万円） 7,527 ＋0.1

燃焼機器（百万円） 815 ＋0.9

その他（百万円） 2,475 ＋4.6

合計（百万円） 34,053 △14.1
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当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

販売に関する基本合意

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

合意会社名 相手方の名称 主な合意内容 合意書締結日

タカラスタンダード

株式会社

（当社）

株式会社ミカド

１ 当社が株式会社ミカド製品の販売総代理店となり、

その販売を全面的に行います。

２ 本基本合意においては、資本提携はありません。

平成21年10月８日
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文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した 

ものであります。

（１）業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、景気の悪化に底打ちの兆しが見られるとの一部観測はあるも

のの、企業収益の低迷、設備投資の抑制、雇用環境の悪化、円高の進行など、依然として厳しい状況が続いており

ます。

住宅市場におきましても、新設住宅着工戸数は前年同月比で平成21年12月まで13ヵ月連続の減少となり、更に暦

年では45年ぶりに80万戸を割り込むほどの低水準で推移しております。また、リフォームにおきましても同様に力

強さを欠く状況で推移いたしました。その結果、厳しい価格競争や不動産市況の悪化など、住宅設備機器業界を取

り巻く環境は大変厳しい状況が続きました。

このような状況の下、当社グループは新築需要・リフォーム需要の獲得による売上確保を図るべく、独自のホー

ロー技術を生かした商品開発を積極的に推し進めてまいりましたが、長引く分譲マンション市場の低迷の影響が大

きく、当第３四半期連結会計期間における業績は、売上高340億５千３百万円（前年同四半期比14.1％減）、営業

利益21億７千７百万円（前年同四半期比83.0％増）、経常利益22億１千万円（前年同四半期比78.8％増）、四半期

純利益13億１千３百万円（前年同四半期比124.5％増）となりました。

部門別の状況は、次のとおりであります。

a 厨房部門

厨房部門では、取替え需要を対象とした「カンタン取替ホーローシステムキッチン」や「ホーローキッチン

セット」が前年並みで推移し、木製システムキッチン「モルフェス」・「マッチ」が台数を伸ばしましたが、

集合住宅向けキッチンが減少し、売上高は198億８千９百万円（前年同四半期比19.1％減）となっております。

b 洗面部門

洗面部門では、アクリル人大カウンターのホーロー洗面化粧台「エリーナ」・「セレンティ」と、木製洗面

化粧台「サニティ」・「ウイット」が販売台数を伸ばしましたが、マンション物件の低迷により、売上高は33

億４千５百万円（前年同四半期比23.5％減）となっております。

c 浴槽部門

浴槽部門では、半身浴槽の「インペリオ」・「ルーノ」とリーズナブルな価格の「ミーナ」が販売台数を伸

ばし、「ぴったりサイズ」も順調に推移いたしましたが、厳しい市場環境の中、売上高は75億２千７百万円

（前年同四半期比0.1％増）となっております。

d 燃焼部門

燃焼部門では、電気温水器、エコキュート、石油給湯機が台数を伸ばし、ガス給湯器も前年並みで推移し、

売上高は８億１千５百万円（前年同四半期比0.9％増）となっております。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（２）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期連結会計期

間末に比べ18億３千５百万円増加し、319億３千４百万円となりました。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は、21億９千７百万円（前年同四半期は６億４千４百万円の増加）となりました。当

第３四半期連結会計期間における主な内訳は、増加要因として税金等調整前四半期純利益21億６千４百万円、たな

卸資産の減少11億６千８百万円、減価償却費８億８千９百万円、減少要因として売上債権の増加６億５百万円、仕

入債務の減少５億３百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金は、３億６千万円の支出（前年同四半期は６億６千４百万円の支出）となりました。当第３

四半期連結会計期間における支出は、主に有形固定資産の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金は、２百万円の支出（前年同四半期は３億９千４百万円の収入）となりました。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（４）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間において支出した研究開発費の総額は、２億４千７百万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

①経営成績に重要な影響を与える要因

a 業界動向及び競合等について

当社グループの主要事業である住宅設備機器市場は、これからも成長が見込まれる有望な市場であるとい

う基本認識をもっておりますが、新設住宅着工戸数や持家着工数、リフォーム需要が著しく減少した場合、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループはホーローを素材としたトップメーカーとして、「高品位ホーロー」を武器に、厨

房、浴槽、洗面分野を中心に事業展開しておりますが、企業間競争はますます激化しており、今後の動向次

第では当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

b 資材・原材料価格について

当社グループは製造コストの徹底的削減によるコスト競争力の強化に取り組んでおり、毎年大きな成果を

あげております。しかしながら、市況の変動により原材料価格が高騰した場合、市場の動向次第では当社グ

ループの業績に影響を及ぼすことも考えられます。

c 製品・施工・アフターサービスについて

当社グループは、施工・アフターサービスを含めた製品の安全性を重視し、品質には万全を期しておりま

す。しかしながら、将来にわたり重大な事故がなく、リコール等が発生しないという保証はありません。万

一、製品・施工・アフターサービスにおいて、重大な事故が発生した場合、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。

②経営戦略の現状と見通し

「（１）業績の状況」に記載のとおりであります。

（６）資本の財源及び資金の流動性についての分析

「（２）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。
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（１）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

（２）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】

②【発行済株式】

該当事項はありません。

該当事項はありません。

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 147,874,388 同左

大阪証券取引所

（市場第一部）

東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であり、単元株式数は

1,000株であります。

計 147,874,388 同左 ──── ────

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成21年10月１日～

平成21年12月31日
－ 147,874 － 26,356 － 30,719

（５）【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式148株が含まれております。

②【自己株式等】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

（６）【議決権の状況】

平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － ────

議決権制限株式（自己株式等） － － ────

議決権制限株式（その他） － － ────

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

1,524,000

－
権利内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式

完全議決権株式（その他）
普通株式

146,020,000
146,020 同上

単元未満株式
普通株式

330,388
－ １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 147,874,388 － ────

総株主の議決権 － 146,020 ────

平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

タカラスタンダード株式会社

大阪市城東区鴫野東

１丁目２番１号
1,524,000 － 1,524,000 1.03

計 ─── 1,524,000 － 1,524,000 1.03

２【株価の推移】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 602 582 580 580 568 558 548 534 538

最低（円） 540 540 536 550 540 529 514 454 472

３【役員の状況】
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１ 四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２ 監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期

連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、近畿第一監査法

人による四半期レビューを受けております。

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 31,934 29,995

受取手形及び売掛金 ※2  42,316 41,138

商品及び製品 6,672 8,967

仕掛品 1,140 1,138

原材料及び貯蔵品 2,018 2,147

その他 3,836 3,211

貸倒引当金 △343 △197

流動資産合計 87,575 86,401

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1  28,928 ※1  29,341

土地 36,040 35,993

その他（純額） ※1  6,657 ※1  7,568

有形固定資産合計 71,625 72,903

無形固定資産 1,502 1,351

投資その他の資産

投資有価証券 9,393 8,176

その他 7,199 7,923

貸倒引当金 △7 △7

投資その他の資産合計 16,586 16,092

固定資産合計 89,714 90,347

資産合計 177,290 176,748
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2  22,626 23,280

短期借入金 9,900 9,900

コマーシャル・ペーパー 1,000 1,000

1年内返済予定の長期借入金 6,400 6,400

未払法人税等 1,343 645

その他 6,133 7,089

流動負債合計 47,402 48,314

固定負債

退職給付引当金 12,165 11,670

役員退職慰労引当金 604 623

その他 976 975

固定負債合計 13,747 13,268

負債合計 61,149 61,583

純資産の部

株主資本

資本金 26,356 26,356

資本剰余金 30,736 30,736

利益剰余金 56,855 56,474

自己株式 △883 △879

株主資本合計 113,065 112,688

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,717 1,118

土地再評価差額金 1,357 1,357

評価・換算差額等合計 3,075 2,476

純資産合計 116,140 115,165

負債純資産合計 177,290 176,748
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

売上高 120,710 98,937

売上原価 81,308 64,113

売上総利益 39,402 34,824

販売費及び一般管理費 ※  34,234 ※  30,864

営業利益 5,167 3,960

営業外収益

受取利息 116 78

受取配当金 217 180

債権受取収益 － 128

その他 307 163

営業外収益合計 640 551

営業外費用

支払利息 125 91

その他 286 295

営業外費用合計 412 386

経常利益 5,396 4,124

特別利益

預託金償還益 11 －

特別利益合計 11 －

特別損失

固定資産除却損 154 176

投資有価証券評価損 241 －

特別損失合計 395 176

税金等調整前四半期純利益 5,012 3,947

法人税、住民税及び事業税 2,411 1,921

法人税等調整額 △294 △256

法人税等合計 2,117 1,664

四半期純利益 2,895 2,283
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【第３四半期連結会計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

売上高 39,642 34,053

売上原価 27,112 21,593

売上総利益 12,529 12,459

販売費及び一般管理費 ※  11,339 ※  10,281

営業利益 1,190 2,177

営業外収益

受取利息 40 23

受取配当金 68 61

その他 60 54

営業外収益合計 169 138

営業外費用

支払利息 42 28

その他 81 77

営業外費用合計 124 106

経常利益 1,235 2,210

特別利益 － －

特別損失

固定資産除却損 36 45

投資有価証券評価損 174 －

特別損失合計 211 45

税金等調整前四半期純利益 1,024 2,164

法人税、住民税及び事業税 471 953

法人税等調整額 △32 △102

法人税等合計 439 850

四半期純利益 584 1,313
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 5,012 3,947

減価償却費 3,443 2,606

貸倒引当金の増減額（△は減少） 198 145

退職給付引当金の増減額（△は減少） 468 495

受取利息及び受取配当金 △333 △259

支払利息 125 91

投資有価証券評価損益（△は益） 241 －

預託金償還損益（△は益） △11 －

有形固定資産除却損 154 176

売上債権の増減額（△は増加） △6,689 △1,201

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,390 2,422

仕入債務の増減額（△は減少） △860 △694

その他 △151 △758

小計 7,987 6,971

利息及び配当金の受取額 332 261

利息の支払額 △118 △43

法人税等の支払額 △1,679 △1,402

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,521 5,786

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △15 △221

有形固定資産の取得による支出 △1,633 △1,614

有形固定資産の売却による収入 1 －

無形固定資産の取得による支出 △355 △267

預託金の償還による収入 12 －

貸付けによる支出 － △53

貸付金の回収による収入 75 130

その他 8 84

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,904 △1,941

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,800 －

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） 1,000 －

社債の償還による支出 △5,000 －

自己株式の取得による支出 △10 △4

自己株式の処分による収入 2 －

配当金の支払額 △1,901 △1,901

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,109 △1,905

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,507 1,939

現金及び現金同等物の期首残高 25,980 29,995

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  28,487 ※  31,934

- 1 5 -



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 重要な減価償却資産の減価償却の方法の変更

有形固定資産

当社及び連結子会社は、有形固定資産の減価償却方法について、従来、建物

は定額法、建物以外の有形固定資産については定率法によっておりましたが、

第１四半期連結会計期間より、建物以外の有形固定資産についても定額法に変

更しております。

この変更は、平成19年度、20年度の税制改正に伴う、一連の減価償却制度の

見直しを契機に、建物以外の有形固定資産の減価償却方法について検討した結

果、費用収益のより適切な対応を図るために実施したものであります。

この変更により、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金

等調整前四半期純利益はそれぞれ４億８千９百万円増加しております。

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日）

 (四半期連結損益計算書）

前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「債権受取収益」は、

営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前

第３四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「債権受取収益」は１億円であります。

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日）

棚卸資産の評価方法 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、

前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法に

よっております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 百万円85,911 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 百万円84,632

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、当第３四半期連結会計期間の末日は金融機関の

休日でありましたが、満期日に決済が行われたものと

して処理しております。当第３四半期連結会計期間末

日満期手形の金額は次のとおりであります。

─────

受取手形 百万円5,503

支払手形 百万円77

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料賃金 10,853 百万円

退職給付引当金繰入額 829

貸倒引当金繰入額 198

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料賃金 10,394 百万円

退職給付引当金繰入額 826

前第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料賃金 3,576 百万円

退職給付引当金繰入額 276

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料賃金 3,430 百万円

退職給付引当金繰入額 275

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在） （平成21年12月31日現在）

（百万円）

現金及び預金勘定 28,487

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 28,487

（百万円）

現金及び預金勘定 31,934

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 31,934
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当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年12月31日）

１ 発行済株式の種類及び総数

２ 自己株式の種類及び株式数

３ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４ 配当に関する事項

配当金支払額

前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日

至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）

「住宅設備関連事業」の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の

合計に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

なお、事業の種類別セグメントに関連して記載する生産実績や販売実績などの項目については、生産品目を

「厨房機器」「洗面機器」「浴槽機器」「燃焼機器」「その他」の５部門に分類して記載しております。

前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日

至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）

本邦以外の国又は地域には連結子会社がないため、該当事項はありません。

前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日

至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

（株主資本等関係）

普通株式 147,874千株

普通株式 1,526千株

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,902 13.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１ １株当たり純資産額

２ １株当たり四半期純利益金額等

（注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 793.59円 １株当たり純資産額 786.89円

前第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 円19.78 １株当たり四半期純利益金額 円15.60

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

前第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日）

四半期純利益（百万円） 2,895 2,283

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 2,895 2,283

期中平均株式数（千株） 146,369 146,352

前第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 円4.00 １株当たり四半期純利益金額 円8.97

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

前第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日）

四半期純利益（百万円） 584 1,313

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 584 1,313

期中平均株式数（千株） 146,362 146,349

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

- 2 0 -



独立監査人の四半期レビュー報告書

平成21年２月９日

タカラスタンダード株式会社

取締役会 御中

近畿第一監査法人

代表社員
業務執行社員

公認会計士 寺 井 清 明 印

代表社員
業務執行社員

公認会計士 伊 藤 宏 範 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタカラスタン

ダード株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、タカラスタンダード株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在

の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注） １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四

半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。



独立監査人の四半期レビュー報告書

平成22年２月８日

タカラスタンダード株式会社

取締役会 御中

近畿第一監査法人

代表社員
業務執行社員

公認会計士 伊 藤 宏 範 印

代表社員
業務執行社員

公認会計士 岡 野 芳 郎 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタカラスタン

ダード株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月

１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、タカラスタンダード株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在

の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更の会計処理基準に関する事項の変更に記載のとおり、

会社は有形固定資産の減価償却方法について、従来、建物は定額法、建物以外の有形固定資産については定率法によって

いたが、第１四半期連結会計期間より、建物以外の有形固定資産についても定額法に変更している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注） １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四

半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。




